
東京都目黒区上目黒一丁目２１番１２号

東　光　食　品　株　式　会　社

取締役社長　山本　幸治

( ２０２６ 年 ２ 月 ２８ 日 現 在 )

科             目  金         額 科             目 金         額

 流    動    資    産 　 1,346,096   流    動    負    債 　 1,829,065  

　 12,654      　 299,512     

　 662,442     　 1,074,358  

　 1,470        34,215      

　 56,131      　 247,468     

　 438,658     　 84,272      

　 22,400      　 72,560      

　 12,173      　 1,511        

　 125,042     　 14,000      

　 16,792      　 1,166        

△ 1,670         固    定    負    債 350,232     

　 190,906     

 固    定    資    産 　 2,190,709  　 159,326     

   有 形 固 定 資 産 　 2,070,025  　 2,179,298  

　 1,041,344  

　 81,133      

599,774     

　 0

　 25,055      

　 85,636      

　 1,008         株  主　資　本 　 1,357,507  

204,565     　 96,000      

　 31,508      　 90,000      

   無 形 固 定 資 産 　 80,936      　 90,000      

78,328      　 1,171,507  

　 2,607        　 24,000      

   投 資 そ の 他 の 資 産 　 39,747      　 1,147,507  

　 1,000        　 761,000     

　 248           386,507     

38,499      　 1,357,507  

　 3,536,806  　 3,536,806  

   (注)  記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

差 入 敷 金 保 証 金 純 資 産 合 計

資 産 合 計 負 債 及 び 純 資 産 合 計

投 資 有 価 証 券 別 途 積 立 金

長 期 前 払 費 用 繰 越 利 益 剰 余 金

施 設 利 用 権 利 益 準 備 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

そ の 他 資 本 剰 余 金

ソ フ ト ウ ェ ア 利 益 剰 余 金

リ ー ス 資 産 資 本 金

建 設 仮 勘 定 資 本 剰 余 金

土 地 純      資      産　　　の       部

一 括 償 却 資 産

機 械 及 び 装 置

車 両 及 び 運 搬 具

器 具 及 び 備 品

建 物

構 築 物

リ ー ス 債 務

退 職 給 付 引 当 金

負 債 合 計

そ の 他 の 流 動 資 産 そ の 他 の 流 動 負 債

貸 倒 引 当 金

前 払 費 用 預 り 金

未 収 入 金 賞 与 引 当 金

原 料 及 び 材 料 未 払 法 人 税 等

貯 蔵 品 未 払 費 用

商 品 リ ー ス 債 務

製 品 未 払 金

現 金 及 び 預 金 買 掛 金

売 掛 金 短 期 借 入 金

貸　 借 　対 　照　 表

（単位：千円）

資         産         の         部 負         債         の         部



（ 重要な会計方針に係る事項に関する注記 ）

１. 資産の評価基準および評価方法

たな卸資産の評価基準および評価方法

（収益性の低下による簿価切下げの方法）

（精米センター）

（常陸太田工場）

（精米センター）

（常陸太田工場）

（精米センター）

（常陸太田工場）

２. 固定資産の減価償却の方法

定率法を採用しております。

(リース資産を除く) ただし、1998年４月１日以降取得した建物（建物付属設備を除く)、および2016年４月１日

以降に取得した建物付属設備並びに構築物については定額法によっております。

なお、主な耐用年数は建物および構築物が15～25年であります。

定額法を採用しております。

(リース資産を除く) なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間(５年)に基づく定額法

によっております。

所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

自己所有する固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しております。

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

３. 引当金の計上基準

債権の貸倒に備えて、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

従業員等に対して支給する賞与に充てるため、支給見込額基準により設定しております。

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込み額に基づき、

当事業年度末において発生していると認められる額を計上しております。

数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(９年)に

よる定額法により翌事業年度から費用処理することとしております。

４. 収益及び費用の計上基準

製品又は商品の販売に係る収益は、主に製造又は卸売等による販売であり、顧客との契約に基づいて製品又は商品を

引き渡した時点において、収益を認識しております。

なお、商品の販売のうち、当社が代理人に該当すると判断したものについては、他の当事者が提供する商品と交換に

受け取る額から当該他の当事者に支払う額を控除した純額を収益として認識しております。

（ 当期純損益金額に関する注記 ）

当期純利益 454,699千円

退 職 給 付 引 当 金

原 料 及 び 材 料 最 終 仕 入 原 価 法

貯 蔵 品 総 平 均 法

〃 最 終 仕 入 原 価 法

有形固定資産

無形固定資産

リ ー ス 資 産

貸 倒 引 当 金

賞 与 引 当 金

製 品 総 平 均 法

〃 先 入 先 出 法

原 料 総 平 均 法

評 価 方 法 商 品 最 終 仕 入 原 価 法

 個　 別 　注　 記　 表 

評 価 基 準 原 価 法


